
    (単位：百万円、％) 

令和４年度

当初予算額 当初予算額 最終予算額 当初予算比 最終予算比

A B C (A-B)/B (A-C)/C

 法人県民税 8,235 7,477 8,499 10.1 △ 3.1 

 法人事業税 127,522 102,853 124,644 24.0 2.3 

135,757 110,330 133,143 23.0 2.0 

 個人県民税 126,184 117,906 125,212 7.0 0.8 

内  所得割・均等割 113,218 109,502 111,879 3.4 1.2 

 配当割 5,521 3,778 5,488 46.1 0.6 

訳  株式等譲渡所得割 7,445 4,626 7,845 60.9 △ 5.1 

 利子割県民税 666 823 666 △ 19.1 0.0 

 個人事業税 6,329 4,924 6,375 28.5 △ 0.7 

 地方消費税 97,536 101,037 101,646 △ 3.5 △ 4.0 

内  譲渡割 74,900 83,465 79,845 △ 10.3 △ 6.2 

訳  貨物割 22,636 17,572 21,801 28.8 3.8 

 不動産取得税 11,035 10,742 11,127 2.7 △ 0.8 

 県たばこ税 3,952 3,891 3,901 1.6 1.3 

 ゴルフ場利用税 2,452 2,310 2,501 6.1 △ 2.0 

 軽油引取税 37,597 37,198 37,457 1.1 0.4 

 自動車税 58,213 56,560 56,192 2.9 3.6 

内 環境性能割 4,677 3,584 3,329 30.5 40.5 

訳 種別割 53,536 52,976 52,863 1.1 1.3 

 鉱区税 4 4 4 0.0 0.0 

 核燃料税 1,240 1,240 1,240 0.0 0.0 

 狩猟税 35 35 36 0.0 △ 2.8 

345,243 336,670 346,357 2.5 △ 0.3 

481,000 447,000 479,500 7.6 0.3 

 ※　「軽油引取税」については、旧法分を含む。

令和４年度　県税収入当初予算額の状況

  令和４年度の県税収入については、国の経済見通しや地方財政計画における都道府県税収入見
込み、税制改正の影響などを考慮しながら、最近までの課税実績及び収入状況を基礎として算定
した。
　この結果、地方消費税が税率引上げの影響の平年度化により減少するものの、法人二税が機械
関連の製造業を中心とした企業収益の持ち直しにより、個人県民税（所得割・均等割）が労働時
間の回復による給与所得の増により増加することなどから、全体としては、前年度最終予算額対
比100.3％の4,810億円を計上した。

令和３年度 前年度対比(伸率)
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